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１．はじめに 

地方都市、大都市圏にかかわらず、都市の中心部

から離れた郊外市街地においては人口減少と高齢化

の急速な進行に伴い、空き家・空き地の増加、生活

利便施設等の撤退による生活の質の低下等の都市問

題が深刻化するおそれがあり、集約型都市構造への

転換が今日の都市計画上の大きな課題となっている。

本稿では、都市機能及び居住機能の集約化とセット

となる、郊外市街地の計画的縮退・再編の取り組み

を支援するため、現在国総研で開発中の郊外市街地

における将来像の簡易予測手法の概要を紹介する。 

２．郊外市街地の将来像の簡易予測手法 

郊外市街地の将来像の簡易予測手法は、計画的縮

退・再編候補地区の選定に向けた基礎的分析を行う

ものであり、将来人口・世帯予測モデル、及び生活

利便施設等の存続可能性予測モデルで構成される。 

(1)将来人口・世帯予測モデル 

将来人口・世帯予測モデルは、町丁目（国勢調査

の小地域）を単位として、直近の５歳階級別男女別

人口・世帯数を入力することにより、将来の５歳階

級別男女別人口と世帯数を時系列的に予測するもの

である。コーホート要因法及びコーホート変化率法

の２種類の予測手法を選択でき、さらに前者の場合、

地区特性を反映した純移動率（社会移動率）の設定

も可能である。地方公共団体職員が容易に操作可能

となるよう、Microsoft Excelベースで開発している。 

(2)生活利便施設等の存続可能性予測モデル 

一方、人口・世帯減少の進行に伴い、地区内及び

周辺に立地する店舗、医療施設等の生活利便施設は

経営が厳しくなり撤退し、住民の生活の質が低下し、

人口減少に拍車をかける、という悪循環が懸念され

る。生活利便施設等の存続可能性予測モデルは、店

舗、医療施設等の生活利便施設の立地を図上にプロ

ットし、各施設の誘致圏や経営成立人口条件と、将

来人口・世帯予測モデルによる時系列的な予測結果

から、施設の存続可能性を予測するものである。ま

た、地区住民の施設アクセス可能率も算出可能であ

る。本モデルについても地方公共団体職員が操作し

やすいよう、Microsoft Excelベースで開発している。 

３．おわりに 

本稿で紹介した将来市街地像の簡易予測手法につ

いては、インフラの維持管理コストの評価手法等の

機能も加えながら、計画的縮退・再編候補地区の選

定を支援する手法として拡張してゆきたい。 

【参考】 

1) 都市の計画的な縮退・再編のための維持管理技術及び

立地評定技術の開発 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/mailmag/pdf/ml177_1.pdf 
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１．はじめに 

都市研究部では、今後の地方都市の人口減少及び

厳しい財政・環境制約を鑑みれば、「集約型都市構

造（コンパクトシティ）」実現のための市街地の再

編に際し、「計画的な市街地の縮退」の導入が将来

的に不可避であると考え、その前提条件や進め方等

を検討している。2011年度の住民移転の参考事例の

検討1)、及び2012年度の実現シナリオの検討2)を踏ま

えて、2013年度に費用面を中心とした定量的評価の

モデルスタディ行った結果について紹介する。 

２．モデルスタディの前提条件 

対象地区として、図１に示す面積1.7ha、100区画

（74世帯・136人が居住）のモデル市街地を設定し、

実際の市街地を参考に年齢階層別人口を設定した。 

25年間の人口推移をコーホートにより予測し、以

下のシナリオを設定した。①シナリオ１：人口減少

に関わらず、インフラの維持管理等を今後も同様に

行う。②シナリオ２：５年後から人口の減少に応じ

てインフラを縮減。③シナリオ３－１：住民の地区

外移転を促し（費用は補助）、10年後までに撤退（受

け皿住宅40戸建設）する計画的縮退シナリオ。④シ

ナリオ３－２：全世帯の転出を15年後とする計画的

縮退シナリオで、受け皿住宅の建設は20戸とする。 

算定対象の行政コスト

は、①地区内インフラ等

施設の定常的な維持管理

と耐用年限経過後の更新

及び人的公共サービスに

要する通常のコスト、②

縮退を誘導する場合に新

たに発生する、住民移転

やインフラ等施設の段階

的廃止・整備や必要となる公共的サービス費用等の

コスト、とした。原単位法による算定とし、多都市

の平均値を算出した調査等の値を参照した。更新費

用は耐用年限で除した費用を毎年計上し、インフラ

撤去や管路閉塞のコストは更新費用の半額とした。 

３．算定結果とまとめ 

 20年間のコストの累積値の計算結果の比較を図２

に示した。計画的縮退の場合のコストが大きく他を

上回ったが、コスト面での実現性を高めるには以下

の検討が必要と考えられる。①受け皿住宅建設費が

多大で、空き家活用等による代替策。②跡地の整備

とインフラの閉鎖・撤去費用については、ソーラー

発電等による長期間の跡地利用収入により賄う可能

性。③住民の移転費用補助コストについては、より

広域での行政サービス費用削減や中心市街地の活性

化等の上位施策にもたらす効果等との兼ね合い。 

当然ながら、住民の合意や生活の質の向上と言っ

たコスト以外の要素も総合的に考慮すべきである。 

【参考】 

1)国総研レポート2013「人口減少都市における市街地の計

画的縮退のあり方に関する研究」p.74 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/2013report/2013nilim45.pdf 
2) 国総研レポート2014「人口減少都市における市街地の

計画的縮退のシナリオ案の作成」p.117 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/2014report/2014nilim095.pdf 
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図１ モデル市街地の概要 
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